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上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について 

 

当社は、2021年12月21日に「新市場区分における「スタンダード市場」の選択と上場維持基準の適合に向

けた計画書」を提出し、その内容を開示しております。2022年12月31日時点における計画の進捗状況につき

まして、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 
１． 当社の上場維持基準の適合状況 
 

当社の 2022 年 12 月 31 日時点における東証スタンダード市場の上場維持基準への適合状況は、以下のとお

りとなっており、「流通株式比率」については基準を充たしておりません。当社は 2024 年 12 月期末までに

上場維持基準を充たすために、引き続き各種取り組みを進めてまいります。 
 

 株主数 

（人） 

流通株式数 

（単位） 

流通株式時価 

総額（億円） 

流通株式比率 

（％） 

当社の適合状況及

びその推移    

2021年６月30日時点 

（移行基準日時点）    
2,163 10,591 74.7 10.5 

2022年12月31日現在 1,850 12,850 65.1 12.8 

上場維持基準 400 2,000 10 25 

当初の計画に記載した 

計画期間 
   

2024 年 12 月

期末 

※当社の適合状況は、株式会社東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもと

に算出をおこなったものです。 
 
２． 上場維持基準の適合に向けた取組の課題及び取組内容 
（１） 基本方針 

当社は「先生と患者さんに喜ばれたい」を経営理念とし、歯科医院や歯科技工所を中心に各種医療機関へ

の通信販売等を主たる業務としております。また本店を石川県白山市に置く地域企業として、株主、取引先、

顧客、地域社会、従業員といったステークホルダーとの健全で良好な関係維持に努め、持続可能な成長と企

業価値の向上を図り、株式流通比率性を向上させることでスタンダード市場維持基準の適合に向けた取り組

みを行っていくと共に、流動株式比率向上によるコーポレート・ガバナンスの促進を図ってまいります。 



 
（２） 課題及び取組内容 

2022 年 12 月 31 日時点において、当社の発行済株式総数のうち 86.6％は当社大株主である当社代表取締役

の清水清人並びに当社の資本業務提携先であるエア・ウォーター株式会社（以下、「当社の大株主ら」とい

います。）が所有しております。2022 年 4 月の新市場区分の創設を受け、当社の大株主らと流動株式比率を

高めるための手法や時期について継続して真摯に協議してまいりました。また、2023 年 1 月に株式会社東京

証券取引所より公表されました「上場基準に関する経過措置の取り扱いなどについて」を受け、上場維持基

準の適合に向けた具体的な取り組みが早急に必要であることを強く認識しております。 
 
今後につきましては、当社の大株主らが当社株式を放出しやすい環境づくりを整えるためのＩＲ活動等の

施策を実行することで、企業価値、株式流動性の向上を図り、当社株式の受け皿となる投資家を増やすこと

で流通株式比率の改善に寄与して行く方針です。時期としましては、2021 年 11 月 30 日付適時開示「固定資

産の取得（新物流センター建設）に関するお知らせ」の通り、新物流センターが進行年度の 2023 年後半に稼

働開始することを予定しており、同センター建設が当社の企業価値拡大に寄与し、その効果が当社業績に対

して通年で寄与することを見込んでいる 2024 年 12 月期末までに対応を進めてまいります。 
 
2022 年 12 月期におきましては、長期的な業績伸長による企業価値の向上を図り、株式流通比率を向上させ

ることでスタンダード市場維持基準の適合に向けた取り組みを行うことを基本方針とし、前述の新物流セン

ター建設に注力してまいりました。加えて、決算説明資料にて新物流センターの建設進捗状況の開示、機関

投資家とのＩＲミーティング等を継続的に実施してまいりました。 
 
進行年度であります 2023 年 12 月期につきましては、新物流センターが計画通りに稼働を開始し、安定稼

働を早期に実現することで企業価値の向上に注力することと併せ、流動株主比率の向上のため、出来るだけ

市場に影響を与えない手法による株式の売却について、当社の大株主らと協議を継続し具体的な施策につい

ての検討を進めてまいります。 
 
なお、流通株式比率向上の具体的な施策につきましては、大株主による売却を前提としておりますが、具

体的な時期、手法については、株価への影響を勘案したうえで、決定次第速やかに公表いたします。 
 

 

以 上 

 


